生涯教育制度 基礎コース必修研修「新人教育プログラム」
症例研究1・2・3マニュアル Ver.1.0
平成19年9月20日

（中間法人）埼玉県作業療法士会

◆事例報告作成のための手引き

1．事前の準備

（1）対象者の同意を得る

あらかじめ協会HPより「同意書」と「同意説明文書」を入手し，同意説明文書に沿って対象者に十分な説明をおこない，書面にて同意を得て下さい．本人または代諾者より同意を得ることが困難な場合は，【施設用】の同意書を用いて，所属する施設（機関）の同意を得てください．

· 注意1：今回の発表症例を日本作業療法士協会の事例報告制度において登録する場合，対象者本人より同意が得られた場合でも，登録者は所属する施設（機関）より本制度に事例報告を登録することの了解を得てください．
2．事例報告の作成について

　本報告では作業療法士が対象者に対してどのような意図をもって関与し，どのような作業療法を実践し，その結果どのような成果が得られたのかについて，整合性のある記述をして下さい．

· 注意1：報告する事例は作業療法が終了となった事例に限りません．継続中の事例であっても，目的をもった実践とその成果（結果）が考察されていれば報告の対象となります．

· 注意2：好ましい結果（改善）が得られなかった事例報告でも積極的に発表してください．作業療法の成果を正確に示すためには，ネガティブデータの分析も重要になります．

· 注意3：対象者が特定されないよう匿名性の確保が重要です．

以下，報告すべき項目の内容と留意点を説明してあります．報告の準備にあたってはこれらを熟読し，入力漏れのないよう留意して下さい．

　情報-１ 以下の項目とキーワードを参照
専門分野：
該当する主な専門分野は1.身体障害　2.精神障害　3.発達障害　4.老年期障害

回復状態：
急性期，回復期，維持期，予防期，終末期

表　　題：
報告の主旨を明確に表現する表題を記入してください．

疾　　患：日本作業療法士協会の疾患コード（作業療法ガイドライン2002年度版37頁）の疾患名を参照する

年　　齢：月数と日数は乳幼児等で情報が必要な場合に記入してください．

性　　別：
発症からの期間：発症（受傷）から作業療法開始までの期間．月数および日数は術後の介入
等で開始時期が重要な情報となる場合は記載．先天性疾患の場合は出生からの期間を入力し，
発症時期が不明な場合は「不明」とする．

作業療法の経験：対象者が本疾患で作業療法を受けた経験があるかないか．

直接関与した専門職：対象者に直接関与した専門職種を紹介する． 

　情報-２以下の項目とキーワードを参照
事例の標的問題：作業療法の実践で標的とした問題について，なるべく以下の項目を参考に報告する．標的が複数ある場合でも可． 

１基本的能力：1.運動，2.感覚，3.心肺機能，4.認知・心理

２応用的能力：5.起居，6.上肢動作，7.身辺処理，8.知的・精神面，9.代償手段の適用

３社会的能力：10.個人的生活適応，11.社会的生活適応，12.教育的・職業的適応，13.余暇生活面

４環境因子：14.人的環境，15.物理的環境

介入の基本方針：標的とした問題を解決するための介入の基本方針について，なるべく以下の項目を参考に報告する．

　　　　　：1.心身機能（身体構造）の改善，2.活動，参加の向上，3.環境因子の調整（福祉用具，人的支援，住環境整備等），4.活動，参加の経験を通して生活に意味ある変化をもたらす，5.その他

実施施設分類：施設の形態は「作業療法ガイドライン2002年度版36～39頁」を参考にして下さい．

実施形態：
作業療法の実施形態については，1.入院・入所等　2.通院・通所等　3.訪問等　4.入院・入所＋通院・通所　5.通院・通所＋訪問　6.入院・入所＋訪問，から選択することが望ましい．
介入形態：
作業療法の介入形態については，1.個別　2.集団　3.個別・集団，の中から明確に記述する．

介入手段：
作業療法で用いた介入手段は，1.生活活動　2.手工芸等の活動　3.身体運動活動4.仕事・学習活動　5.用具の提供　6.相談・指導・調整　7.その他，に分類できるように記述する（複数選択可）．

報告対象期間：事例報告の対象期間（開始日と終了日）を明確にする．

実施頻度：
作業療法の実施頻度を明確にする．経過途中に頻度が変わった場合，その旨を記載する．

１回時間：１回の実施時間を明確にする．

評価の指標 

◆評価の指標については，予め18の指標が推奨されている． 

◆その他の指標を用いた場合は，指標名を記入する． 

【現在掲載されている評価指標一覧】


1.障害尺度　　2.要介護区分　　3.障害老人の日常生活自立度　　4.認知症老人の日常生活自立度（痴呆性老人の日常生活自立度）　　5.BI；バーセル・インデックス　　6.FIM；機能的自立度評価法　　7.老研式活動能力指標　　8.PGS；パラチェック老人行動評定尺度　　9.HDS-R；改訂長谷川式簡易知能評価スケール　　10.MMSE；Mini-Mental State Examination　　11.PGCモラールスケール　　12.WHO/QOL-26　　13.協会版精神障害者ケアアセスメント2003　　14.GAF；機能の全体的評価尺度　　15.LASMI；精神障害者社会生活評価尺度　　16.遠城寺式乳幼児分析的発達評価法　　17.新版K式発達検査　　18.JMAP；日本版ミラー幼児発達スクリーニング検査

· 注意1：16.遠城寺式乳幼児分析的発達評価法と17.新版K式発達検査では○年○月，あるいは○歳○ヵ月となりますが，スコア欄には年齢を月数に換算して半角数字で記入してください（例：6歳5ヵ月は → 77ヵ月と記入）．

※以上の注意事項を参照にして下記の通り発表を行います．

事例報告
本文の作成にあたっては個人情報保護の観点より匿名化を徹底します． 

表　匿名化のための本文記入上の注意（重要）

	
	項　目
	注 意 事 項

	1.
	氏　名
	A氏，Bさん等の記号情報に置き換える．イニシャル（SH氏等）は使用しない．

	2.
	生年月日
	記載しない．

	3.
	入院年月日
	記載しない．

	4.
	年　齢
	生活年齢を記述するが，経過の記述と併せて内容に影響を与えない場合には50代前半，60代半ば，70代後半等と略記する． 

	5.
	経過の記述
	「25歳時に結婚」「29歳時に発症」「31歳時に入院し3カ月後に作業療法を開始」など，生活年齢と経過年数・月数・日数で表記する．

	6.
	職　歴
	自動車販売，運送業，デパート勤務など，業種・職種で表記し，○○株式会社等の社名は記載しない．

	7.
	施設名
	施設名は記述せず，総合病院，精神科病院，老人デイサービスセンター，老人保健施設等の領域分類，または精神療養病棟，回復期リハビリテーション病棟，訪問リハビリテーションなど，認可施設・指定サービス分類等の名称で表現する．

	8.
	県名・地名
	A県，B市等の記号化した情報を用いる．イニシャルは使用しない．

その他，地域が限定されるような表現は極力避ける．


1．報告の目的
　事例報告の目的を述べます．例えば，「機能障害あるいは遂行能力の改善に働きかけて効果がみられたので，その介入方法を報告する・・」，「作業活動をする経験が対象者の生活に意味ある変化をもたらしたので，その経過を報告する・・」，「環境調整によって社会参加の機会が増したので，その内容を紹介する・・」などです．
　報告の目的にそって論点を絞り，介入が長期にわたる事例の場合はある一定期間に限定して報告する，種々の問題に介入した場合は標的問題を中心に報告する，などの工夫をしてください．

2．事例紹介
　　年齢，疾患名，既往歴，現病歴，作業療法の対象となるまでの経緯，社会的背景など，本事例の作業療法方針に関連する個人因子と環境因子について述べてください．
3．作業療法評価
　　事例の標的問題を中心とした評価（問題点，潜在能力，経過予測）を述べ，介入前の障害像，特に報告の目的に関わる主要な問題点を呈示してください．評価指標は評価指標一覧に限定しません．独自に作成した指標を使用した場合は，その内容を具体的に記述してください．観察評価を中心におこなった場合には，観察の視点，観察された事実情報を具体的に記述してください．
4. 介入の基本方針
作業療法介入の基本方針について，目標あるいは目的達成のために，どのような方針で作業療法を進めたのかを具体的に述べてください． 

5．作業療法実施計画
実施課題（作業活動），実施形態（個別，集団，訪問など），実施頻度（１回時間，週あたり回数など），実施期間など，作業療法士が「何を手段として」「どのように」関わったのかを明記してください．
6．介入経過

　ここで必要な内容は「どのような経過」を辿ったのか，ということです．経過が長い，あるいは介入項目が多い場合は，期間をいくつかの「期」に分け，項目ごとに整理するなどして読者に伝わりやすい表現を工夫してください．事例に変化を与えたと思われる主要な介入方法は詳細に述べ，読者が追試を試みようとするときに役立つ情報を提供してください． 

7．結　果
　　介入によって得られた評価指標（数値）の変化，あるいは作業療法の介入によって生じた対象者の生活（行動）上の変化などを具体的に述べてください．
8．考　察
　　「結果」で記述した変化についての解釈を記述してください．作業療法介入は対象者の標的問題にどのような変化（効果）をもたらしたのか，あるいはもたらさなかったのか，そしてそれらはどのような理由に依るものか等を，利用した評価指標の変化との関連から考察してください．そして，今回実践した作業療法は，対象者の生活にどのような変化をもたらしたのか，対象者にとっての意味や価値という視点，活動や参加，生活の質といった視点についても可能な限り考察してください．

事例の標的問題
	国際生活機能分類（ICF）の構成要素を軸に分類した．各項目に含まれる具体的内容はガイドライン2002年版を参照（pp14～16）．分類のためにICF構成要素の用語の定義を以下に掲載した．
《標的問題の分類》
Ⅰ．心身機能・身体構造
　１：運動　２：感覚・知覚　３：心肺機能　４：認知・心理
Ⅱ．活動，参加

　－応用的能力－
　５：起居・移動　６：上肢動作　７：身辺処理　８：知的・精神面　

　９：代償手段の適用
　－社会的適応能力－
　10：個人生活適応　11：社会生活適応　12：教育的・職業的適応　13：余暇活動

Ⅲ．環境因子
　14：人的環境　15：物理的環境




ICF構成要素の用語の定義（国際生活機能分類日本語版より引用）

健康との関連において
心身機能（body function）とは，身体系の生理的機能（心理的機能を含む）である．

身体構造（body structure）とは，器官・肢体とその構成部分などの，身体の解剖学的部分である．

機能障害（構造障害を含む）(impairment)とは，著しい変異や喪失などといった心身機能または身体構造上の問題である．

活動（activity）とは，個人が行なう課題または行為のことである．

参加（participation）とは，生活場面（life situation）への関わりのことである．

活動制限（activity limitation）とは，個人が活動を行なうときに生じる難しさのことである．

参加制約（participation restriction）とは，個人が何らかの生活場面に関わるときに経験する難しさのことである．

環境因子（environmental factors）とは，人々が生活し，人生を送っている物的な環境や社会的環境，人々の社会的な態度による環境を構成する因子のことである．　

介入の基本方針と選択例

	標的問題に対応する用語を用い，以下の５つの基本方針を分類した．選択例を以下に示す．基本方針
１．心身機能（構造を含む）の改善　

２．活動，参加の向上　

３．環境因子の調整（福祉用具，人的支援，住環境整備　等々）

４．活動，参加の経験を通して生活に意味ある変化をもたらす　

５. その他　

選択例
・対象者は麻痺側上肢が実用レベルまで改善できると予測された．身体機能の改善を図って病前の生活に戻ることを基本方針とした．（→基本方針１）
・対象者は機能改善の限界が大きいと予測された．留守番可能になることを目的に，トイレ動作を繰り返し練習することを基本方針とした．（→基本方針２）
・対象者は移動能力が低く，改善は期待しにくい状態であった．ＡＤＬ自立を目的に，福祉機器を導入することを基本方針とした．（→基本方針３）　　

・対象者は社会復帰への意欲喪失，訓練拒否の状態にあった．モチベーションを高める目的で，達成感の味わえる作業を経験することを基本方針とした．（→基本方針４）
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